
事務事業No 事業名 [事業基本情報]

761 ○ 管理経費

分野別目標 5 ○ 法定受託事務

政 策 1

施 策 3

基本方針 5

継続 主な事務事業

H２３

事業実施の根拠法令

関連個別計画

担当課・担当課長（Tel） 新　好司（435-1135） 「３つの約束・４４の約束」との関連性

関連課 まちを元気に 人を元気に 非該当

○

４４の約束

１　事業概要及び実施内容

事
業
概
要

２　事業コスト

当初予算 決算 当初予算 決算 計画 決算 決算 計画 決算

404 285 126,846 1,037,840 107,348

- - 31297.5% 718.2% -97.1%

3,533 17,554 21,417 21,417 21,417

3,533 17,554 21,417 21,417 21,417

40,266 662

51,900 728,310 80,185

404 285 74,946 269,264 26,501
0.48 2.31 2.82 2.82 2.82

３　目標及び実績
平成25年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

年度目標値

実績値 4

全体目標値 全体目標達成度 年度別達成度 100.0%

年度目標値

実績値 4

全体目標値 全体目標達成度 年度別達成度 133.3%

年度目標値

実績値 1

全体目標値 全体目標達成度 年度別達成度 100.0%

年度目標値 4 6 8 10

実績値 4

全体目標値 10 全体目標達成度 40.0% 年度別達成度 100.0%

単位

実
施
内
容

伏虎中学校区学校適正規模化
推進会議開催、小中一貫校新
校舎設計業務、先進地学校視
察、城北公園の都市計画変更
及び学校跡地の利活用の検
討。
適正規模化検討対象となる学
校の調査検討の実施。

小中一貫校建設に伴う、改修
工事・解体工事・グラウンド
整備の実施。
適正規模化検討対象となる学
校の調査検討の実施。

小中一貫校建設に伴う、新校
舎建設工事、グラウンド整備
の実施。
適正規模化検討対象となる学
校の調査検討の実施。

小中一貫校建設に伴う、新校舎
建設工事、グラウンド整備の実
施。
適正規模化検討対象となる学校
の調査検討の実施。

伏虎中学校区小中一貫校開
校。
適正規模化検討対象となる学
校の調査検討の実施。

平成29年度

計画

255.4%

21,417

事業費 3,688,076

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

伸び率（％）

活
動
指
標

そ の 他

適正規模化検討対象となる関係校等との会議・説明会の開催

先進地視察

指標名及び達成状況

国庫支出金

小中一貫校の推進（伏虎中学校区モデル
校）

県支出金

21,417

127,321

人件費

常勤職員

非常勤職員

菅外出張旅費128、消耗品213、食糧費25、光熱水費272、所々修繕料3,000、運搬委託料200、移設委託料1,633、整備工事請負費121,375

2.82

回

小計

事
業
費
等
 
千
円

平成26年度

所要人数
常勤職員

非常勤職員

成
果
指
標

単位 回

912,040一般財源（税等）

市　　債

主な予算内訳

2,648,715

適正規模化の検討・対応をおこなった学校施設数

学校適正規模化等に係る方針決定

単位 対象校区数

単位

4

校

事業進捗管理シート

学校適正規模化推進事業
事業区分(1)

事業経費

その他

小・中学校教育の充実

子どもが輝き、文化が薫る教育のまち

その他

○

款

事業種別

学習環境の充実

事業区分(2)
自治事務

学校教育の充実

教育総務費

目 事務局費

一般会計

教育費

会計・
予算区分

事業期間 ～ 大事業

項

事務局事業

平成２７年度 平成２８年度平成２５年度 平成２６年度

事業目的（「誰・何」をどういう状態にする」ための事業か) 事業内容
伏虎中学校区適正規模化に係る小中一貫校設置事業の推進。
（・伏虎中学校区小中一貫校建設工事の推進。
　・伏虎中学校区小中一貫校教育方針の策定。
　・学校跡地の利活用・関連施設の整備の検討。
　・伏虎中学校区小中一貫校開設に係る諸課題の検討。）
市立学校の適正規模化の検討対象について、現状把握と適正規模化の方向性を調査・検討する。

　適正規模化が必要な学校を対象に、適切な教育環境のもと、
学校教育が行われるよう学校規模を整える。（伏虎中学校区に
おいて、平成２９年４月に小中一貫校を設置する。）

教育政策課

教育施設課　学校教育課　教職員課 産業を元気に

会計

平成２９年度

学校適正規模化推進事業事項

３つの約束

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 対象外

○
評価年度


